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2003 年 10 月 15 日 〜 24 日の 10 日間、北京市及び上海市に所在する
中国政府関連機関、大学等を訪問し、地域イノベーション振興施策、産学官連
携等についてヒアリング調査を実施した。
中国は人口 12 億人を擁し、行政区の最大単位である省 (23)、省と同レベ


































































本の産業クラスター戦略』共著 有斐閣 2003 年、
「キャッチアップ・モデルからの開放」一橋ビジネスレ






















ある。2005 年には現在 2 時間かかるソウルへの鉄道が 40 分の高速鉄道になるそうだ。(筑波研究学園都市は官民合わ
せて 270 の研究施設、17,000 人の研究者、うち博士は 5,500 人。2005 年秋に秋葉原へ 45 分の筑波エキスプレスが開
通予定)
研究者による起業




的に伸びた。 KAIST (韓国科学技術院、Korea Advanced Institute of Science and Technology) は科学技術省直轄の研
究所兼大学 (学生 7,000人、うち博士課程 2500 人、修士課程 1700 人) から 1995 年以降で 300 社の技術系ベンチャー
が生まれ、そのうち 130 社は大学内のインキュベーション施設に入居。
通信関係の ETRI (韓国電子通信研究所、Electronics and Telecommunications Research Institute) は研究者 2,000 人
の国立研究所であるが、ここからこの4年で100社のスピンオフ・ベンチャー企業が起業している。
政府によるスピンオフ推進政策


















KAIST と ETRI からスピンオフしたファイバープロ社とハビタット・インフォメーション社の 2 人の社長が、ベンチャー企
業のために3年前に土地を取得しサイエンスタウンを造成し、そこに 11 のハイテクベンチャーが 4 階建ての自社ビルを











ByungSun Park. (朴丙善) 社長 現在 48 歳。
(1)朴社長のプロフィール
・ 1999 年 5 月、45 歳のとき電子通信研究所 (ETRI) から 1 人でスピンオフ。
・当時、ETRI ではスピンオフを奨励しており、スピンオフ後 1 年間は ETRI から給料がもらえ、また、3 年以内であれ











・従業員は 120 人。10 名は他の企業等から。うち 5 名にストックオプションを付与。20 人は新卒。90 人は生産スタッ
フ。
・テドク研究団地内に自社ビルを持ち、すばらしい研究、生産、品質管理設備を持つ。
・会社のモットーは "One stop shopping place of optical components for information technology"。
・中国のハルピンに小さい工場があるが、1 年後には本格的に進出するつもり。
(3) 経営状況
・1999 〜 2001 年は赤字、02 年から黒字。














・午前中は大学の仕事 (授業、リサーチ)、午後はビジネスをやっている。1999 年 5月に朝鮮日報のベスト 50 ベン
チャーに 3,800 社から選ばれる。




・バイオ技術を使って飼料添加剤、有機農業用農薬 (いちご、メロン用)、漂白石鹸、機能性米 (マッシュルームライス) な
どを開発。自社工場 (大学より車で 40 分程度) で生産し販売





・1999、00 年は赤字、01 年は黒字になったが 02 年は再び赤字。借金をしている。
・自分のシェアは当初 60% であったが今は 32%。Samyang 社が 20%、その他ベンチャーキャピタルがもっている。
・ラッキー・ゴールド・ケミカル社に事業に使わない特許を売ったこともある。








忠南大学から 40 のベンチャーが出たが今は 20 社程度しかない。このうち本当に動いているのは5社程度である。
3) KAIST のハイテク・ベンチャー・センター入居の2企業
KAIST のハイテク・ベンチャー・センターは 1994 年に KAIST 内に設置したインキュベーションセンターのTBIを母体に
1997年に設立。韓国の産業基盤を強化するため、国の技術能力を結集し、有望なハイテクベンチャー企業を育成、支援
することを目的とする。施設規模は 12,426 、130 社の入居が可能。テドク・バレー最大のインキュベーションセンター。
(1) マックスメット (Max Met) 社 Hee-Tae Kim社長 (教授)
・流量計測技術を基本技術として、その応用製品を販売。
・金社長は 44 歳で KRISS からスピンオフして 2000 年にマックスメット社を設立。社員 7 名。
・従来、韓国の流量測定器は全てが外国製で高価。そこで低価格製品を販売し、2 年間で 50% のシェア獲得を目指
す。
・この 3 年間で 1 億円の研究開発。うち 9 割が政府からの支援。全て前金。(競争率 10 〜 20 倍)
・キム政権時代にはベンチャー支援が充実していたが、ノ政権にかわってサポートがなくなった。
(2) メビシス (MEVISYS) 社 Jung Pill Choi 社長
・社長の Choi 氏はスオンにあるサムソンの先端技術研究所から KAIST の大学院にきて IT を学び 2001 年 34 歳で
起業。
・3 次元画像の医療用 CT/MRI ソフトを開発。
・サムソン SDI と共同研究を行い、ハードはサムソン、ソフトはメビシス社が開発。





























































業の要求レベルはますます高くなり、大学科学教育と企業の要求レベル間のギャップ D は、D1 へと拡大する。以上の結










・12/ 4 Prof. Jen-Shih Chang：カナダ マクマスター大学教授
○ 講演会・セミナー













活かす」ためのシステムへの移行 - (調査資料 - 102)
・Determinants of Overseas Laboratory Ownership by Japanese Multinationals (Discussion
Paper No.31)
・Determinants of R&D Boundaries of the Firm : An Empirical Study of Commissioned
R&D, Joint R&D and Licensing with Japanese Company Data (Discussion Paper No.32)
・「科学技術動向 2003 年 12 月号」(12 月 26 日発行) 
 特集 1 企業の科学技術人材における女性比率の拡大 - EU の政策と日本の課題 -
 ライフサイエンス・医療ユニット 伊藤 裕子
 特集 2 インターネットルータの技術動向 - 次世代通信インフラの整備に向けて -
 情報・通信ユニット 藤井 章博
 特集 3 新計測技術: マルチプローブシステム - ナノ・生体材料の機能の直接計測を目指
して -
 客員研究官 長谷川 剛
 材料・製造技術ユニット 多田 国之
○ 科学技術政策研究所の移転のお知らせ




・新所在地 東京都千代田区丸の内 2-5-1 文部科学省ビル 5 階
・郵便番号 100-0005
・電話/FAX 番号 代表及び各部署のダイヤルイン電話番号並びに代表FAX番号は変更ございません。
電話：03-3581-2391 (代表) FAX：03-3503-3996
最寄駅、周辺地図等は移転のお知らせをご覧下さい。
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
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